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１．京都議定書をめぐる最近の状況について

（１）米国ブッシュ新政権の京都議定書不支持表明

・本年３月以降、以下を理由として、米国ブッシュ政権が京都議定書を支持しな

い旨を表明。

○京都議定書には発展途上国に対する義務付けがない。

○京都議定書は米国の経済に悪影響を及ぼす。

・ブッシュ政権はアメリカが現在「エネルギー危機に陥っている」と認識してお

り、ブッシュ大統領は火力発電所のＣＯ２排出を規制する選挙公約を撤回した。

・一方で、米国は、気候変動政策に関して閣僚レベルの検討作業を真剣かつ緊急

に行っており、京都議定書に対する代替案を提案する旨を言明している。

（２）我が国の基本的立場

・我が国としては、京都議定書の2002年までの発効を目指す方針は不変。

・米国は、全世界の二酸化炭素排出量の４分の１を占める世界最大の温室効果ガ

スの排出国であり、米国が参加しなければ実効ある京都議定書の実施を確保し、

地球温暖化の防止を図ることは困難になり、また将来の途上国の参加も困難に

なることから、各国とも連携しつつ、米国が京都議定書の発効に向けた交渉に

建設的に参加するよう、引き続きあらゆる機会を活用して働きかけを行う。

・また、我が国自身が2002年までに京都議定書を締結できるよう、京都議定書を

実施するための細目についてＣＯＰ６再開会合での国際的合意を経たうえで、

締結に必要な京都議定書の目標を達成できる国内制度の構築に全力で取り組む。

・なお、参議院（４月 日）及び衆議院（４月 日）において、政府に対し、18 19
京都議定書の早期批准、温暖化防止の国内制度の構築及び国際的なリーダーシ

ップの発揮を求めるとともに、米国に対して京都議定書参加等を求める国会決

議が全会一致で可決されている。
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２．温暖化交渉の流れ

ＣＯＰ３ (京都・京都議定書の採択)
1997年
12/1-10

2000年 ＣＯＰ６（オランダ・ハーグ）
19日：非公式閣僚会合）11/13-25 （

2001年
3/2-4 Ｇ８環境大臣会合(ｲﾀﾘｱ･ﾄﾘｴｽﾃ)

4/19-25 気候変動に関する非公式閣僚会合(ﾆｭｰﾖｰｸ)
及び米国への働きかけ(ﾆｭｰﾖｰｸ､ﾜｼﾝﾄﾝ)

5/16-17 ＯＥＣＤ環境大臣会合・閣僚理事会(ﾊﾟﾘ)

5/20 プロンクＣＯＰ６議長との会談（成田）

6月下旬 非公式閣僚会合（未定）

7/16-27 ＣＯＰ６再開会合（ボン）

（7/20-22 ジェノアサミット）

10/29-11/9 ＣＯＰ７（モロッコ・マラケシュ）
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３．京都議定書に対する米国の態度と我が国の対応

（１）米国の温暖化対策・京都議定書をめぐる発言等

大統領選 ブッシュ大統領（候補）は、選挙公約で京都議定書には反対である旨

挙期間中 表明。

３月２～ イタリアのＧ８環境大臣会合において、米環境保護庁のホイットマン

４日 長官は、ブッシュ政権は気候変動問題を重視しているが、現在政策の

検討作業中である旨述べた。

３月13日 ブッシュ大統領がヘーゲル上院議員宛ての書簡で、火力発電所の二酸

付け 化炭素の排出を規制する選挙公約を撤回する旨を記述。なお、中国、

インドなどの途上国が参加していない不公平なもので、米国経済に悪

影響を与える「京都議定書に反対」である旨記述。

３月28日 ホワイトハウス及び国務省のスポークスマンがブッシュ大統領は京都

議定書を支持しない旨発言（以下、発言のポイント）。

○大統領は京都議定書に反対。理由は、中国やインドを含む途上国

を免除しており、米国経済に深刻な影響を与え得るため。

○気候変動問題への取り組みについては、検討中。京都議定書の署

名を撤回するかを検討しているわけではない。

○大統領は、友好国と協力しつつ、国際的なプロセスを通じて、気

候変動問題を解決するための技術や市場原理に基づくインセンテ

ィブ、その他の創造的なアプローチを開発できると考えている。

３月29日 ブッシュ大統領がプレスカンファレンスで以下の趣旨の発言。

○我々はエネルギー危機に陥り、ＣＯ２排出量の上限は定めないこ

ととした。

○我々は他の同盟国とも温室効果ガス削減のために協力していく。

○私はアメリカ経済に打撃を与え、アメリカの労働者を傷めつける

計画を受け入れることはできない。

米独首脳会談後、共同声明を発表。

○両首脳は、気候変動問題に関して懸念を共有。その一方で、地球

温暖化の防止の最善の方法を巡って意見の相違を確認。

○米政府は、京都議定書について、多くの国を免除するとともに、

米国経済に重大な害を与えるものと判断し、これに反対する。

○両首脳は、他の手段の中から①技術②経済的動機③これら以外の

革新的な取組、を生み出すことが必要と判断する。

５月17日 米国が「新国家エネルギー政策」を発表（以下、主な内容）。

○原子力発電の新規建設の推進

○エネルギー供給力の拡大のためのインフラ整備
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（２）我が国からの具体的な働きかけ（ヘーゲル議員宛て手紙発出以降）

３月15日 大統領書簡が出されたことは残念なことである旨、川口環境大臣から

ホイットマン環境保護庁長官に書簡を送付。

３月29日 議定書への反対表明について大変憂慮する旨の川口環境大臣の談話を

発表。

河野外務大臣も談話を発表。

３月30日 森総理からブッシュ大統領宛てに書簡を発出。

（書簡の骨子）

・米国は京都議定書を支持しないとの立場を表明したが、こうした動

きが気候変動交渉に与える影響を強く懸念。

・米国がＣＯＰ６再開会合に参加し、我が国と共に積極的に合意を模

索することを希望。

・地球温暖化という国際社会の重大な課題に対し、米国が強力なリー

ダーシップを発揮することを期待。

・日米両国が引き続き京都議定書の発効を始めとする地球環境問題に

対して効果的に協力していくことを希望。

４月３日 谷津農林水産大臣からアンベネマン農務長官に書簡発出。

４月４日 与党・政府代表団が米国への働きかけのため訪米（～６日）

～６日 川口環境大臣の呼びかけにより、米国・加・豪・ＮＺ・ノルウェーに

よる電話会談。

河野外務大臣がパウエル国務長官と電話会談。

平沼経済産業大臣からエイブラハムエネルギー省長官へ書簡発出。

４月９日 ＥＵトロイカが来日し、川口環境大臣、河野外務大臣等と会談。

川口環境大臣がＥＵトロイカとの会談を受けてステートメントを発出

４月18日 参議院にて京都議定書発効のための国際合意の実現に関する国会決議

を全会一致で可決。

４月19日 衆議院にて京都議定書発効のための国際合意の実現に関する国会決議

を全会一致で可決。

４月19日 川口環境大臣が非公式閣僚会合（ニューヨーク、21日）に参加すると

～24日 ともに、ホイットマン米環境保護庁長官など米政府高官や議員に直接

の働きかけを行った。

５月16日 風間環境副大臣がＯＥＣＤ環境大臣会合及び閣僚理事会（パリ）に出

～17日 席するとともに、ブリル米国務次官補代行への働きかけを行った。
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４．ＯＥＣＤ環境大臣会合の結果について

平成1 3年５月 1 7日

環境省地球環境局

５月16日（水）、パリＯＥＣＤ本部においてＯＥＣＤ環境大臣会合が開催され、

我が国からは風間環境副大臣が出席した。本会合においては、21世紀最初の10年間

のＯＥＣＤ活動方針となる「ＯＥＣＤ環境戦略」を採択した。

１．本会合の位置付け

1998年に開催された前回ＯＥＣＤ環境大臣会合において、「21世紀の最初の10

年間にＯＥＣＤ加盟国が実施すべき環境戦略の策定作業を行い、2001年の環境大

臣会合においてレビューを行うこと」が合意されたことを受け、開催されたもの。

今回の会合は、ＯＥＣＤ閣僚理事会（５月16日～ 17日）と時期をあわせて開催

された。

２．成 果

① 今回の会合では、ＯＥＣＤ加盟国における21世紀最初の10年間の環境政策の方

向性を定めるとともに、ＯＥＣＤの活動指針となる「ＯＥＣＤ環境戦略」が採

択された。

② 今回会合で採択された環境戦略では、気候変動問題に関して、各国からの意見

を集約しつつ、以下のとおり取りまとめられた。

「気候変動枠組条約に基づく全ての義務を果たすとともに、この目的を前進させ

るために国際プロセスを通じて作業を行う。大半のＯＥＣＤ加盟国にとって、

これは2002年までの京都議定書の発効を目指すことを意味する。それは、時宜

を得た批准手続を伴い、国際社会の最大限の幅広い支持を得るものである。」

③ また、今回の会合では、ＯＥＣＤ環境政策委員会において採択されている「持

続可能な交通（ＥＳＴ）ガイドライン」及び「主要環境指標」が了承された。
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（参考）ＯＥＣＤ環境戦略の概要

ＯＥＣＤ環境戦略は、ＯＥＣＤ加盟国における2010年までの持続可能な環境政

策に関する方向性を定めるとともに、今後のＯＥＣＤの活動指針となるものであ

る。そのために、環境戦略では、環境面での持続可能性のための以下の４つの判

断基準が設定された。

Ⅰ．再生（Regeneration）

Ⅱ．代替可能性（Substitutability）

Ⅲ．同化（Assimilation）

Ⅳ．不可逆性の防止（Avoiding Irreversibility）

また、これらの判断基準に基づいて対策を実施するにあたり、科学的な確実性

が不足している場合においては、各国は必要に応じ「予防」の考え方を適用すべ

きとされた。

さらに、環境戦略ではこれらの判断基準に基づき、相互に関連した以下の５つ

の目標を設定し、各目標ごとに課題、ＯＥＣＤ加盟国がとるべき行動、進捗状況

の測定指標、ＯＥＣＤの今後の作業が掲げられている。

① 適切な天然資源管理を通じた生態系の十全性の維持

（気候変動問題への対応はこの目標の下に記述されている）

② 経済成長と環境負荷の切り離し（デカップリング）

③ 意思決定のための情報の改善：指標による進捗状況の測定

④ 社会と環境の接点：生活の質の向上

⑤ 地球規模の環境の相互依存性：統治（ガバナンス）と協力の改善
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５．ＯＥＣＤ閣僚理事会の結果について

平成1 3年５月 1 8日

環境省地球環境局

５月16日（水）～17日（木）にかけて、パリＯＥＣＤ本部においてＯＥＣＤ閣僚

理事会が開催され、環境省からは風間副大臣が出席した。今回の閣僚理事会では、

初めて環境担当閣僚も参加しての「持続可能な開発」セッションが 17日（木）に

開催され、討議の成果は共同声明として取りまとめられた。

１．会合の概要

（1）閣僚理事会は、ＯＥＣＤの最高意思決定機関であり、ＯＥＣＤの一年間の活

動の総括と、今後の活動方針について議論が行われる。本年は「貿易」「持続

可能な開発」及び「経済情勢」を主要な議題として開催された。

（2）「持続可能な開発」セッションは 17日（木）に開催され、今回初めて環境担

当閣僚も参加して、議論が行われた。

（3）会合では、ＯＥＣＤが環境保全と両立する経済成長のあり方について検討し

た政策レポートを踏まえ、気候変動や、有限な資源活用と経済成長との両立の

あり方等について議論が行われた。

２．成 果

（1）今回会合の主要な成果は共同声明としてとりまとめられた。共同声明では、1

6日のＯＥＣＤ環境大臣会合で採択されたＯＥＣＤ環境戦略を了承するとともに、

市場をベースにした経済的手法の推進、気候変動問題、天然資源管理、科学技

術の活用、意思決定及び情報の強化、世界経済との関連 の各政策勧告を支持し

た。

（2）特に、気候変動問題に関しては、京都議定書への言及を巡り意見対立のあっ

たところ、各国からの意見を集約しつつ、環境戦略の考え方を踏まえ以下のと

おり取りまとめられた。

「京都議定書に対する相違を認識しつつ、ＯＥＣＤ加盟国政府は気候変動問題に

一致して取り組むことを決意するとともに、ボンで開催されるＣＯＰ６再開会

合に建設的に参加する。大半のＯＥＣＤ加盟国にとって、これは2002年までの

京都議定書の発効を目指すことを意味する。それは、時宜を得た批准手続を伴

ない、国際社会の最大限の幅広い支持を得るものである。」
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（参考） 共同声明（抄）

○ 気候変動への対応：

我々は、気候変動が最も緊急な地球規模の環境の課題であり、気候変動枠組条

約（UNFCCC）の下で、経済移行国及び開発途上国と緊密に協力しつつ行われる、

その共通だが差異のある責任に則った、ＯＥＣＤ加盟国による強力な指導力と行

動を必要とするものであると認識している。ＯＥＣＤ加盟国政府は、先進国が率

先して、地球規模の温室効果ガス排出を大幅にに削減し、また、気候系への危険

な人為的干渉を及ぼすこととならない水準において、大気中の温室効果ガスの濃

度を長期的に安定させるために、その吸収源及び貯蔵庫を保護し、強化する必要

があることを認識している。我々は、気候変動枠組条約の下に設定されているも

のも含め、排出抑制及び削減目標等の各国のコミットメントを完全に実施する。

京都議定書に対する相違を認識しつつ、ＯＥＣＤ加盟国政府は気候変動問題に一

致して取り組むことを決意するとともに、ボンで開催されるＣＯＰ６再開会合に

建設的に参加する。大半のＯＥＣＤ加盟国にとって、これは2002年までの京都議

定書の発効を目指すことを意味する。それは、時宜を得た批准手続を伴ない、国

際社会の最大限の幅広い支持を得るものである。我々は、ＯＥＣＤに対し、これ

らの問題についての分析及び国際的な対話に引き続き貢献するよう要請する。

○ 市場が機能するようにすること：

全てのＯＥＣＤ加盟国は、市場を基礎とした手段をより良く活用し、また、そ

れらと規制とを効果的に結合させるべきである。自発的なイニシアティブを奨励

するための措置及び意識を喚起するための計画は、一定の役割を担っている。権

限取引制度や環境関連税等の手段を実施すること、及び農業、漁業、運輸、エネ

ルギー、製造業その他における環境に有害な補助プログラムの段階的廃止が追求

され、各国の状況に従って適用されるべきである。そうすることは、持続可能な

消費及び生産のパターンの発展に貢献するであろう。
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５．プロンクＣＯＰ６議長の来日

平成１３年５月２１日

環境省地球環境局

２０日、川口環境大臣は、同日訪日したプロンクＣＯＰ６議長（オランダ環境大

臣）と、成田市内のホテルにおいて午前１１時から２時間にわたって意見交換を行

った。

１ 会談の成果.
（１）今回の会談は、プロンク議長が各国からアドバイスを受けるための活動の一

環として行われ、特に川口大臣がＯＥＣＤ閣僚理事会に出席できなかったこともあ

り、来日に至ったもの。

（２）合意形成ではなく、今後の交渉のとり進め方についての意見交換に主眼が置

かれた。

（３）米国動向については、我が方より米国の参加の重要性について強調し、この

点については、先方も一致した。

（４）なお、プロンク議長の要請により、今回会談におけるプロンク議長の発言に

ついては我が国からは公開しないこととなった。

２ 我が方発言の主要点.
（１）京都議定書の２００２年までの発効を目指して最大限努力するとの我が国の

スタンスには何ら変更はなく、小泉政権としてもＣＯＰ６再会会合の成功に向けて

全力で努力する。

（２）環境十全性を保つ観点から、米国の参加が極めて重要である。

（３）米国が現在真剣に気候変動政策を検討し、各国に提案の準備をしていると当

方は認識している。

（４）米国の参加を含む形での合意が成立するよう、引き続き努力することが重要。

（５）プロンクペーパーについては、シンク、京都メカニズム、遵守、途上国問題

等、我が国にとって種々の問題がある。

（６）ＥＵのフレキシビリティが重要である。

（７）ＣＯＰ６再会会合の成功に向けて、我が国は積極的に協議に参加し、プロン

ク議長に協力していきたい。

３ 今後の日程.
プロンク議長としては、７月のＣＯＰ６再開会合（於：ボン）に向け、いくつか

の国との二国間会合、非公式閣僚会合等の日程を検討中。



-10-

７．米国「国家エネルギー政策」について

１ 経緯

○ カリフォルニア州での電力危機等を背景に、ブッシュ政権はエネルギー戦略

を最優先課題と位置づけ、本年2月にチェイニー副大統領を議長とするエネル

ギー対策タスクフォースを設置。

○ ブッシュ大統領は、5月17日に国家エネルギー政策を発表。

○ 5つの柱（①エネルギー節約の近代化、②エネルギーインフラの近代化、③

エネルギー供給の拡大、④環境保護と環境改善の加速化、⑤エネルギー安全保

障の強化）の下に105の対策を列挙。

２ 環境にやさしい技術の推進

○ 省エネルギー、再生可能エネルギー技術に対する財政支出の拡大。

○ ハイブリッド車、燃料電池車の購入に対する税額控除（10年間で40億ドル）。

○ 今後10年間でクリーンコールテクノロジーに対し20億ドルの資金を拠出。

○ 原子力発電施設の新規建設の推進（温室効果ガスの排出が少ない面を評価）。

３ CO2排出量の増大

○ CO2排出量については、本計画の裏付けとなるデータ集（Annual Energy Out

-look 2001)によれば、削減策が講じられない場合、1990年に比べて2010年に

34％増、2020年に51％増（年平均1.4%増）。

1990 1998 1999 2010 2020

（Reference） （Reference）

CO2 1,349 1,495 1,511 1,809 2,041

1990年比 100％ 111％ 112％ 134％ 151％

（出典： 2001／単位：百万炭素トン）Annual Energy Outlook
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４ エネルギー供給の増大

○ 今後20年間で米国の石油消費は33％、天然ガス消費は62％、電力消費は45％

拡大。

1998 1999 2020（Reference）

石油 37.16 38.03 50.59

天然ガス 21.96 21.95 35.57

石炭 21.61 21.43 26.20

原子力 7.19 7.79 6.13

再生エネルギー 6.63 6.59 8.31

その他 0.29 0.34 0.23

計 94.84 96.14 127.03

（出典： 2001／単位： ）Annual Energy Outlook quadrillion Btu

○ 今後のエネルギー需要増を満たすには、1,300～1,900の新規発電プラントの

建設が必要。


